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【ターゲット層】


全農家





２－３．農空間の保全･活用【空間】





（１）農空間の保全・活用に向けた地域力による持続可能な農空間づくり


～地域経営システム構築による地域力向上～



































　農空間を支えてきた集落機能の強化を図る取り組みを推進。





１．地域力による持続可能な農空間づくり


○農地の有効利用、適正な施設管理による農空間の確保


・農作業受委託や農業機械の共同利用など、地域の営農を支える担い手の確保や


持続可能な仕組みづくり


・地域住民による道普請、農業用施設の保全管理など、地域の営農環境の整備


○地域経営システムの構築


・地域特産品づくり、朝市、市民農園の開設など地域の特色づくり


・都市住民に農空間の魅力を発信する取り組み推進


　→　農空間ウォーキング、棚田ライトアップ、農空間なっとく出張教室等


　○農空間での生活を支える環境づくり


・農業用水を活用した防災訓練など地域力向上の取り組み


・農業者と地域住民が協働で農空間を保全・活用する取り組み推進


　→　水路の底ざらい、草刈、農道の補修、生きもの調査、花の植え付け、


水辺環境学習、農空間整備事業現場見学会等





２．取り組み体制の構築


○市町村と連携しつつ、地域のコーディネーターとなる職員の配置など、


府の体制づくりを推進





【目標】 ■取り組み地区数　６０地区（H22：43地区）





農空間づくりプラン協議会やオアシス環境コミュニティなど、地域自らが将来像を描き、農空間保全・活用活動を継続して実践している地区数。


5年間で、府内4ブロックごとに各４地区程度集中実施。





　





【地域】


農家、地域住民等











農作業の受委託





地域自らによる将来像の検討





連携・協働


パートナーシップ





【行政】


大阪府、市町村


農業委員会 等





【支援団体】


JA、土地改良区


みどり公社、企業


NPO、府民、学識 等





地域住民による農道づくり（道普請）





朝市、直売所の開設


























営農に不可欠な農業用水利施設の現状把握とライフサイクルコストを抑えた施設機能


の保全策“大阪府農空間ストックマネジメント戦略”を展開する。





【現状】


・耐用年数をすでに迎えた、あるいは近々迎える農業用施設が多数存在する


・府、市町村、土地改良区等の厳しい財政状況からトータルコストの低減が必要


・施設管理者の高齢化・兼業化により施設管理体制が弱体化(管理能力や技術力の低下)


・都市化による農業用施設の公益性の変化


《府が造成した水利施設で見ると》


�　��








１．農空間ストックマネジメントシステムの確立


○ストックマネージャーを設置し、農業用水利施設の診断体制を構築


○ストックマネージャーによる施設の計画診断・要請診断を実施し、


施設の現状把握とデータベース化





２．農空間ストックマネジメント実施計画の策定


○上記システムによるデータを基に、施設健全度を判定し、


長寿命化・更新・経過観察を決定


○長寿命化・更新が必要な施設のハード対策の実施計画を段階的に策定、実施


○対象施設


　・農業水利施設（地域農業にとって不可欠な施設）


　※用排水路、用排水機場及びこれらに付帯する樋門等





（２）農業用施設のストックマネジメント（長寿命化対策）の推進





【目標】 ■機能診断済み施設（基幹的なもの）の割合　100％





　農空間保全地域内の水利施設の整理を行った上で、農空間の保全に影響度の


高い施設を抽出し、その全てについてH28年度末迄に一次機能診断を実施。





府営造成施設の影響範囲





（km）























「担い手アンケート」の結果、担い手確保のための支援策として高いニーズがあり、


多様な主体が農に参画するためにも不可欠なほ場や水路、農道等の整備を、地域の実情


に応じて推進する。





１．大阪農業の成長を促す生産基盤の整備（農業生産基盤、農村生活環境基盤）


○ほ場整備等の基盤整備の実施による農作業効率と


耕地利用率の向上。


○農道整備による農地へのアクセス向上と集出荷の効率化


○老朽化したため池や農業用水路等を整備することによる、


安全と食料生産の源となる水の確保





２．農空間を支えるきめ細やかな整備


○多様な主体の農への参画や地域力向上による持続的な農空間保全・活用を進める


ため、小規模な農道・水路等のきめ細やかな営農環境整備や市民農園等の交流


基盤整備等を支援


○農業用施設の管理コストの削減、省力化に向けた再生可能エネルギーの活用を検討























３．取り組みにあたって


○大阪産間伐材、リサイクル材、現場発生材の活用など、


徹底した環境配慮や、生態系に配慮した整備を


地域合意のもと推進





（３）営農環境の整備





【目標】


　強い大阪農業への転換や小・中規模農家の育成、多様な農への参画による農空間の保全・活用等の取り組みのベースとなる営農環境改善のための整備を推進





小規模な水路改修





きめ細やかな農道整備
































府内各市町村において「農空間保全委員会（構成：府、市町村、農業委員会、みどり公社、ＪＡ等）」を設置し、地域の実状に応じた遊休農地対策を検討し、農業者や府民の幅広い


参加による遊休化の未然防止や遊休農地の再生を促進する。





１．農空間保全地域の指定


○生産緑地、農業振興地域の農用地区域、市街化調整区域内の概ね5ha以上の


集団農地等を守るべき農空間として指定（11,790ha）





２．遊休農地解消対策区域の指定


　　○府内26市町村53区域で指定


（2,198ha）





３．農空間保全地域制度推進事業の推進


　　○遊休農地の再生支援


　　 ・自己耕作再開のための整地や水源確保


　　 ・農空間づくり協議会による計画づくり、再生活動


　　 ・市民農園開設者や担い手農家等への貸し付けによる


遊休農地の利用推進


　　○遊休農地の発生の未然防止


・水路や耕作道路などきめ細やかな営農環境の整備





４．全体計画の見直し


　　○条例施行概ね5年の経過を受け、農空間保全地域及び府内遊休農地面積の


見直しに着手。





（参考）遊休農地利用促進状況


　　○自己耕作の再開、農空間づくりプラン※、農家、法人、市民農園開設者への貸し付け、


資源・景観作物（れんげ等）の栽培等の解消手法により遊休農地の利用を促進


農　　　※農空間づくりプラン：住民主体で地域の特性を活かして策定する地域づくり計画。
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（４）遊休農地対策の推進





【目標】 ■遊休農地解消面積


10年間（H20～H29）の目標　500ha





○目標策定時（H20時点）の考え方


・府内遊休農地面積：1,004ha（H20府実態調査結果）


→10年間で遊休農地面積を半減





営農環境の整備





遊休農地





再生後営農開始











市民農園の開設





地域で検討





地域の景観形成





農作業体験の場















































１．ため池の総合減災「逃げる・凌ぐ・防ぐ」の推進


○大規模地震、集中豪雨等の自然災害に対する行政と府民との


リスク共有・防災意識の向上


・被災時に下流への影響が大きいため池の耐震性調査・診断


 ・市町村へのハザードマップ作成支援


 ・緊急時の放流や情報伝達の仕組みづくり、非かんがい期の落水


　　・大災害時における農業用水の防災利活用に向けた協定締結等


　 ○大規模地震対策を含むため池改修の着実な推進


　　・総合減災の視点を踏まえた「新ため池改修計画（第2次）」の効果的な推進


　 ○適正な維持管理、危険箇所の早期発見に向けた『ため池健全度調査』


・漏水、クラック、変形等ため池の健全度を調査。調査結果を“ため池カルテ”


としてとりまとめ。適切な施設管理、延命化に向け、府、市町村、ため池管理者


で共有


　 ○適正管理の促進


・“オアシス構想の新たな取り組み”等による地域力を活かした取り組みを通じた


ため池健全度の確保





２．農空間のもつ防災機能の活用推進


　 ○ため池、農地の治水機能の向上


　 ○防災協力農地登録の拡大


   ○大災害時における農業用水の活用促進（消火用水、生活用水等）


　


３．迅速な復旧・復興対策に向けた地籍調査事業の推進（


○『官民先行型』による短期間かつ広範囲での事業実施


○土地境界や権利関係の不明確化が進む山林部での事業推進


○国直轄事業（都市部官民境界基本調査等）の活用促進　　等





（５）災害に強い農空間づくりの推進





【目標】


■ため池耐震調査点検・ハザードマップ作成　100箇所











■ため池整備地区数 100箇所（Ｈ31年度末まで）








■地籍調査　 進捗率12％（Ｈ27年度末まで）





ため池耐震調査点検・ハザードマップ作成：被災時に下流への影響が大きいため池


を優先的に100箇所（被災時の浸水被害低減　10,800ha）実施





ため池整備地区数：「新ため池改修計画〔第2次〕（H22～H31）」での目標





大阪府地籍調査促進戦略：10年間（H18～H27）で進捗率を10%向上





大規模なため池





防災協力農地
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